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事務事業の概要

教育ＤＸ推進課
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教育ＤＸ推進課長 ＤＸ企画班

課長代理 校務基盤班
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１ 施策の体系（新ビジョン）

政策の柱…教育環境の充実

目標…学校、家庭、地域等との連携・協働を推進するとともに、地域ぐるみでこどもた

ちの学びを支える環境づくりに取り組む。

学びを支える教職員の資質向上や、教育DXの推進により、学びの充実を図る。

施 策 地域で取り組む教育の推進

取 組 社会とともにある開かれた教育行政の推進

取 組 生涯を通じた学びの機会の充実

施 策 学びを支える基盤づくり

取 組 学びの充実に向けた教育環境の整備

取 組 学校施設等の安全・安心の確保と向上
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２ 事務又は事業の目的、計画及び実績（成果）

(1)「デジタル技術の効果的な活用」

ア スクールＤＸ推進事業 事業費 34,579,449円 ○県

（内 委託料 22,532,400円）

ＩＣＴ機器の日常的な利活用に向けて、ＧＩＧＡスクール運営支援センターを開設し、学校

現場の円滑なＩＣＴ活用を支援した。

イ 静岡県公立学校情報通信機器整備基金積立金 事業費 827,931,747円 ○国 10/10

ＧＩＧＡスクール構想で整備した１人１台端末について、県に基金を造成し、５年程度をか

けて県・市町の端末を計画的に更新する。

ウ 公立学校情報通信機器整備事業費助成 事業費 5,880,756,243円 ○国 10/10
（内 補助金 5,873,000,000円）

ＧＩＧＡスクール構想（第２期）に対応するため、ＧＩＧＡ端末の共同調達業務及び市町の

補助金交付等を行う。

エ 高度情報化推進事業

県立学校の情報セキュリティ対策の運用状況を点検し、それを改善することにより、一層セ

キュリティレベルを向上させることを目的として、静岡県教育情報セキュリティ監査実施要領

に基づき監査を実施した。

○ 監査実績

(2)「教職員の資質向上」

教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図るため、総合教育センター等において以下の研修を教職員

対象に開催した。

区 分 内 容

ＧＩＧＡスクール運営支援セ

ンター

ヘルプデスクを開設し、機器トラブルや各種設定業務等の問い

合わせ対応を実施

教育データ連携実証

前年度のデータ連携や可視化の方法を引き継ぎ、実データを連

携して運用し、システム改善及び新機能を追加して、より広範

なデータの収集と分析を行い、教育の質の向上に取り組む

デジタル採点システム

解答用紙をスキャンしＰＤＦファイルにしたものを手元のＰＣ

を利用して定期試験等の採点を簡便にするほか、入試採点業務

用としてもシステムを導入し、業務の効率化を図る

区 分 内 容

１人１台端末
55 千円/台×補助率：2/3

※端末数は児童生徒数＋予備機(15%以内)

事務費 共同調達に係る補助として 10,000 千円 補助率：10/10

区 分 内 容

補助金交付 浜松市ほか 28 団体の端末更新を支援

共同調達会議運

営支援等

県内ＩＣＴ教育の底上げを図るため共同調達会議を設置し、この会議を円滑

に運営すること及び１人１台端末の共同調達仕様書案を作成支援

区 分 内 容

定期監査
高等学校 特別支援学校

34校 11 校
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＜集合研修（オンラインを含む）＞

＜オンライン研修＞

(3)「教職員の働き方改革の推進」

ア 静岡県学校情報化推進事業 事業費 1,210,206,801円 ○国 1/3

（内 委託料 848,041,738円）

教育の質の向上と事務の効率化を図るため、県立学校等に配備した校務用コンピューター

及びネットワークシステムの保守運用管理及び支援を行った。

イ 教育委員会デジタルオフィス整備事業 事業費 52,736,061円 ○県
（内 委託料 45,695,325円）

業務の生産性向上を図るため、県立学校を含めたＳＤＯパソコンの保守を行った。

ウ 教職員の多忙化解消

学校に対するニーズが複雑化・多様化し、学校や教職員が担う業務の範囲が拡大する中で、

教職員の就業環境が非常に厳しい状況となっていることから、「教育の質の向上」と「教職員の

研 修 名 受講者

ＩＣＴ活用研修

ICT活用基礎研修 １日×２回
６人(三島長陵)

９人(センター)

ICT活用校務ＤＸ研修 １日×２回
15 人(三島長陵)

20 人(センター)

Google Workspace for Education 基礎研

修
１日×２回

22人(三島長陵)

23 人(センター)

ＩＣＴ推進研修 校務支援システム提案説明会（６社） 半日×１回 164 人

ＩＣＴ活用支援研修

（市町教委等向け）

三島市教育委員会 半日×１回 21 人

富士宮市教育委員会 半日×１回 35 人

菊川市教育委員会 半日×１回 11 人

菊川市教育委員会 半日×１回 31 人

掛川市教育委員会 半日×１回 16 人

常葉大学 講義 半日×１回 ４人

教育ＤＸ支援研修

（県立学校向け）

三島田方地区副校長・教頭会 半日×１回 35 人

磐田西高等学校 半日×１回 46 人

浜松視覚特別支援学校 半日×１回 23 人

事務職員協会西部支部事務長研修会 半日×１回 52 人

第１回新任情報担当者研修（ネットワーク・端末編）

計 145 人第２回新任情報担当者研修（クラウドサービス・ＢＹＯＤ編）

第３回新任情報担当者研修（セキュリティ編）

保守運用管理等 実 績

ヘルプデスク受付状況 6,777 件

情報セキュリティ（ウイルス）検出状況 108 件
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心身の健康の保持増進」を図るため、平成31年２月に策定、令和４年３月に改訂した「学校にお

ける業務改革プラン」に基づき取組を進めた。

○「学校における業務改革プラン」の概要

○令和７年度の目標指標の状況

３ 評価、課題及び改善

(1) 評 価

※指標は「静岡県学校教育情報化推進計画」のもの

区分 内 容

期間 令和４年度から令和７年度まで（４年間）

目的

静岡県の学校を、元気で魅力あふれる教職員の手で、夢いっぱいの学校にするために、

・教職員が児童生徒と向き合う時間や授業準備の時間等を確保することによる「教育

の質の向上」

・長時間勤務を是正することによる「教職員の心身の健康の保持増進」を目指す。

構成

・教職員個々の主体的な取組

・学校における組織的改善

・教育委員会による学校の業務改善を支援

取組
重点取組の継続・発展と、下支えする「３つの施策※」を踏まえた取組の推進

（※ＩＣＴ化の推進、業務改善への行動変容・横展開、実効性を高める組織体制）

実績値
(R2・2020)

実績値
(R3・2021)

実績値
(R4・2022)

実績値
(R5・2023)

実績値
(R6・2024)

実績値
(R7・2025)

目標値

(R7・2025)

自身の仕事にやり
がいを感じている
教員の割合

小 96.2% 小 97.0% 小 93.8% 小 94.4% 小 93.6% 小 93.2%

100%
中 95.9% 中 94.3% 中 91.6% 中 93.2% 中 90.8% 中 92.1%

高 88.9% 高 86.8% 高 86.1% 高 86.5% 高 87.0% 高 91.4%

特 96.4% 特 94.5% 特 94.2% 特 94.0% 特 93.8% 特 95.0%
「児童生徒と向き
合う時間」や「指
導準備時間」が増
えていると感じて
いる教員の割合

小 54.0% 小 54.0% 小 53.1% 小 51.8% 小 56.5% 小 58.4%

100%
中 59.7% 中 55.1% 中 54.8% 中 51.3% 中 56.6% 中 58.9%

高 55.8% 高 53.5% 高 58.0% 高 51.8% 高 56.8% 高 58.8%

特 59.8% 特 61.0% 特 61.1% 特 64.9% 特 62.3% 特 64.1%

精神疾患による30
日以上の特別休暇
及び休職者の在職
者比率

小 0.94% 小 0.92% 小 0.92% 小 1.03% 小 1.45% 小 1.37%

0.8%以下
中 0.68% 中 0.71% 中 0.68% 中 1.10% 中 1.10% 中 1.13%

高 0.76% 高 0.77% 高 0.83% 高 1.14% 高 1.13% 高 0.96%

特 0.97% 特 1.69% 特 2.33% 特 2.37% 特 1.94% 特 1.47%

指標名
現状値 実 績 目標値

（2028 年度）（2024 年度） 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度

成果

指標

授業中にＩＣＴ

を活用して指導

できる教員の割

合

82.4%

令和８年

10 月

公表予定

100％
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静岡県教育振興基本計画

(2) 課 題

(3) 改 善

指標名
現状値 実 績

目標値
（2028 年度）（2024 年度） 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度

成果

指標

「児童生徒と向

き合う時間」や

「指導準備時

間」が増えてい

ると感じている

教員の割合

小 56.5% 小 58.4% 小 100%

中 56.6% 中 58.9% 中 100%

高 56.8% 高 58.8% 高 100%

特 62.3% 特 64.1% 特 100%

デジタル技術の

効果的な活用

教職員のＩＣＴ活用指導力を向上させるため、研修内容の見直しのほか、

市町教育委員会や学校の要望に応じた研修を行う出前研修やオンライン研修

を充実したことにより、８割の教員がＩＣＴを活用した指導が可能となって

いる。

教職員の働き方

改革の推進

「学校における業務改革プラン」に基づく取組の実効性を高めるため、学

校等の文書事務の負担軽減に向けた取組や生成ＡＩの活用促進など多忙化解

消の取組を進めてきたが、子どもと向き合う時間等が増えたと感じる教員の

割合は依然として６割弱にとどまっている。

デジタル技術の

効果的な活用

研修内容の充実により教職員のＩＣＴ活用指導力の底上げに努めてはいる

が、ＩＣＴ活用に対する習熟度や授業におけるＩＣＴ活用度は、市町間や教

職員間で異なっている。

教職員の働き方

改革の推進

ＩＣＴの活用を促進し校務処理の効率化を進めているが、会議･打合せや事

務・報告書作成などの業務も多く、多忙化解消には至っていない。また、生

成ＡＩが急速に普及する一方、その活用能力には教職員間で差異が認められ

る。加えて、ＩＣＴ機器の管理・運用等を担当する教職員の業務負担が重く

なっている現状を改善する必要がある。

デジタル技術の

効果的な活用

教職員のＩＣＴ活用指導力の底上げのため市町教育委員会や学校の要望に

応じ研修を行う出前研修を充実するとともに、新任情報担当者に対し、ネッ

トワークやクラウドサービスなどメニュー毎に研修を開催し基礎力を身につ

け、教員の指導力向上を図っていく。

教職員の働き方

改革の推進

デジタル採点システムやデジタルプラットフォームなどＩＣＴツールの利

用や、文書受付事務や職員会議のペーパーレス化の推進など校務のデジタル

化を図るとともに、教員・学校事務職員の役割分担の見直しにより、ＩＣＴ

機器の管理を学校事務職員が担うなど、教員の業務軽減に取り組んでいく。

また、生成ＡＩの活用促進のため、利用ガイドライン、利用方法の周知及

び研修機会の拡充に加え、活用事例やノウハウの共有を図っていく。
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事 業 の 根 拠 法 令 調

事 業 名 根 拠 法 令

１ ＩＣＴ教育の推進

２ 教職員の資質向上の推進

デジタル社会形成基本法（第24条）

学校教育の情報化推進に関する法律（第９条、第21条）

教育公務員特例法（第21条～第24条）
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職員の年齢調

（令和８年４月１日現在）

年 齢 人 員 摘 要

２０歳未満 人

２０歳以上３０歳未満 １

３０歳以上４０歳未満 ３

４０歳以上５０歳未満 ５

５０歳以上５６歳未満 ２

５６歳以上６１歳未満

６１歳以上

計 11 平均年齢 42.3歳
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健康管理

１ 前年度受診状況

２ 本年度在籍者の健康管理区分結果

区 分 内 容
(1) 未受診の理由

受 診 状 況
受診者数 11人

職 員 数 11人

受 診 率 100％

県平均受診率 100％

健 康 管 理 区 分 人 数
(1) 管理区分Ａ～Ｃ２該当者

に対する措置状況

(2) 未区分の理由

ア 産休・育休 人

イ 新 規 採 用 人

ウ 自己都合による未受診 人

エ そ の 他

（ ） 人

Ａ 休養のため必要な期間、勤務を休止させる。 0人

Ｂ１
勤務時間を短縮し、時間外、休

日、宿日直勤務及び長期又は遠方

への出張をさける。また、必要に

応じ勤務場所、勤務内容の変更を

行う。

要 治 療 0人

Ｂ２ 要経過観察 0人

Ｃ１
勤務をほぼ平常に行ってよいが症状

によっては、時間外、休日、宿日

直勤務及び長期又は遠方への出張

等勤務に制限を加える必要があ

る。

要 治 療 0人

Ｃ２ 要経過観察 0人

Ｄ１

平常の勤務でよい。

要 治 療 2（2）人

Ｄ２ 要経過観察 3（3）人

Ｄ３ 医 療 不 要 6（6）人

区 分 者 計 11（11）人

未区分者数 0人

合 計 11（11）人
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金融機関名 預金種類 口座番号 残高(円)

静岡銀行
県庁支店

無利息型
普通預金

0339881 0

静岡銀行
県庁支店

無利息型
普通預金

0339870 0

0

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

左のうち、６年度
からの繰越額分

一般会計 教育費 教育委員会費 教育総務費 889,714,083

一般会計 教育費 教育委員会費 教育管理費 41,300,600

一般会計 教育費 教育委員会費 高等学校管理費 4,455,574

一般会計 教育費 教育委員会費 特別支援学校管理費 1,470,401

一般会計 教育費 教育委員会費 中学校管理費 54,450

計 848,047,206 936,995,108 0

計 0 0 0

計 0 0 0

一般会計 教育費 教育委員会費 教育総務費 46,850,540

計 4,069,476 46,850,540 0

一般会計 教育費 教育委員会費 教育総務費 5,873,000,000

計 228,039,000 5,873,000,000 0

一般会計 教育費 教育委員会費 教育総務費 24,332,863

計 24,655,620 24,332,863 0

職員配置調

（令和8年４月１日現在）

預　　金　　調

（令和8年3月31日現在）
口座名義人 摘　要

　教育委員会教育DX推進課
　資金前渡者
　教育DX推進課長

職員の給与等

　（自振口）
　教育委員会教育DX推進課
　資金前渡者
　教育DX推進課長

電話料金
自動振替用

残高合計

執　行　済　額　（円）

節　名 会　計 款 項 目
令和６年度 令和７年度

(12)
委 託 料

(14)
工     事
請 負 費

(16)
公有財産
購 入 費

(17)
備     品
購 入 費

(18)
負担金、
補助及び
交付金

(21)
補償、補填
及び賠償金

DX企画班 校務基盤班 計

職員（事務） 4 5 9

職員（教育） 2 2

計 6 5 11

会計年度任用職員 (2) (2)

計

6 11

(2) (2)

区分

配
置
職
員

合計 5
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余 白
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委　　　　託　　　　料　　　　に

委託業務名 受託者

当初額
変  更
増減額

計

（事務関係） 円 円 円 円

1 9,754,800 9,372,000 9,372,000

2 6,039,000 6,039,000 6,039,000

3 3,603,600 3,539,250 3,539,250

4 122,801,786 122,650,000 122,650,000

5 935,000 935,000 935,000

6 10,175,000 10,175,000 10,175,000

7 4,232,250 3,942,400 3,942,400

8 13,968,900 13,136,200 13,136,200

9 3,646,500 3,646,500 3,646,500

10 51,937,600 51,425,000 51,425,000

11 1,222,605,945 1,216,996,000 1,216,996,000

12 18,975,000 18,370,000 18,370,000

13 7,618,050 7,187,400 7,187,400

14 573,392,443 559,899,780 559,899,780

15 1,127,500 1,083,500 1,083,500

頁　計 15件 2,050,813,374 2,028,397,030 0 2,028,397,030

契約金額
整理
番号

当　　初
設計金額

教育委員会ＳＤＯネットワーク運
用管理業務委託

ＮＴＴ西日本株式
会社静岡支店

ＳＤＯ用パソコン（Ｄｙｎａｂｏ
ｏｋ製）保守業務委託

Ｄｙｎａｂｏｏｋ
株式会社静岡支店

ＳＤＯ用パソコン（ＮＥＣ製）保
守業務委託

株式会社静岡情報
処理センター

教育総合ネットワークシステムヘ
ルプデスク等運用管理業務委託

ネットワンシステ
ムズ株式会社中部
支社

教職員勤務時間管理システム保守
業務委託

株式会社静岡情報
処理センター

統合ファイルサーバシステム構築
業務委託

ネットワンシステ
ムズ株式会社中部
支社

長寿命化事業（焼津中央高等学
校）ネットワーク設定業務委託

ＮＴＴ西日本株式
会社静岡支店

長寿命化事業（沼津商業高校外３
校）ネットワーク設定業務委託

ＮＴＴ西日本株式
会社静岡支店

県立学校ファイアウォールバー
ジョンアップ業務委託

ネットワンシステ
ムズ株式会社中部
支社

静岡県立学校ネットワークアセス
メント業務委託

ＮＴＴ西日本株式
会社静岡支店

静岡県教育総合ネットワークシス
テム教職員用パソコン更改業務委
託

ＮＴＴ西日本株式
会社静岡支店

静岡商業高等学校ネットワーク更
新業務委託

ＮＴＴ西日本株式
会社静岡支店

特別支援学校９校情報通信ネット
ワーク環境整備業務委託

ＮＴＴ西日本株式
会社静岡支店

静岡県教育総合ネットワークシス
テム再構築・移行及び機器保守・
賃貸借業務委託

ネットワンシステ
ムズ株式会社中部
支社

県立高校中等部２校ネットワーク
機器更新業務委託

ネットワンシステ
ムズ株式会社中部
支社
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関　　　　す　　　　る　　　　調
（令和7年度）

円

一般 R 7. 4. 1 R 8. 4.30 9,372,000 ＳＤＯネットワークの運用管理

～

R 8. 3.31

一般 R 7. 4. 1 R 7.10.31 3,128,400

～ R 8. 4.30 2,910,600

R 8. 3.31 小計 6,039,000

一般 R 7. 4. 1 R 7.10.31 2,359,500

～ R 8. 2. 6 1,179,750

R 8. 3.31 小計 3,539,250

一般 R 7. 4. 1 R 7.10.31 61,325,000

～ R 8. 4.30 61,325,000

R 8. 3.31 小計 122,650,000

随契 R 7. 4. 1 R 8.4.30 935,000 随契１号

～ （少額）

R 8. 3.31

随契 R 7. 7. 1 R 7.12.25 10,175,000 随契２号

～ （不適）

R 7.10.31

随契 R 7. 9.11 R 7.11.28 3,942,400 随契２号

～ （不適）

R 7.10.31

随契 R 8. 3. 2 R 8. 4.30 13,136,200 随契２号

～ （不適）

R 8. 3.31

随契 R 7. 8.19 R 7.10.31 3,646,500 随契２号

～ （不適）

R 7.10.31

一般 R 7. 6.17 R 8. 4.30 51,425,000

～

R 8. 3.31

一般 R 6. 5.29 (500,307,000)

～ R 8. 4.30 533,555,000 R６債務

R12.10.31

一般 R 8. 1.27 R 8. 4.30 18,370,000

～

R 8. 3.31

随契 R 7. 7.18 R 7.11.28 7,187,400 随契２号

～ （不適）

R 7.10.31

一般 R 5. 5.31 (111,979,956)

～ R 7.10.31 55,989,978

R11. 3.31 R 8. 4.30 55,989,978 Ｒ５債務

小計 111,979,956

随契 R 8. 2.13 R 8. 4.30 1,083,500 随契１号

～ （少額）

R 8. 3.31

897,036,206

契約
締結
方法

契約
期間

支 出
年月日

金　　額 委託業務の内容 摘要

ＳＤＯ端末用ノートパソコン632台の
保守

ＳＤＯ端末用ノートパソコン130台の
保守

ＮＥＳの運用・管理

教職員勤務時間管理システムの保守

統合ファイルサーバシステムの構築

長寿命化改修校における教育総合ネッ
トワークシステムの環境を構築

長寿命化改修校における教育総合ネッ
トワークシステムの環境を構築

県立学校のネットワーク機器のバー
ジョンアップ

県立学校のネットワーク性能把握や通
信経路の調査、課題分析

ＮＥＳ端末の更改業務

通信速度改善のためファイアウォール
及びLANケーブルの更新

特別支援学校９校におけるローカルブ
レイクアウト環境を構築

教育総合ネットワークシステムのネッ
トワーク機器及びサーバ等の保守・賃
貸借

通信速度改善のためファイアウォール
の更新
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委　　　　託　　　　料　　　　に

委託業務名 受託者

当初額
変  更
増減額

計

契約金額
整理
番号

当　　初
設計金額

16 1,936,440 1,848,000 1,848,000

17 744,700 715,000 715,000

18 11,682,000 11,682,000 11,682,000

19 6,171,000 5,852,000 5,852,000

20 10,850,400 10,850,400 10,850,400

21 3,036,000 3,036,000 3,036,000

22 915,502 915,502 915,502

23 6,600,000 5,060,000 5,060,000

頁　計 8件 41,936,042 39,958,902 0 39,958,902

事務関係　計 23件 2,092,749,416 2,068,355,932 0 2,068,355,932

合　計 23件 2,092,749,416 2,068,355,932 0 2,068,355,932

静岡県教育総合ネットワークシス
テム既存教職員用パソコン再設定

ＮＴＴ西日本株式
会社静岡支店

浜松特別支援学校城北分校ＩＰ枯
渇対応業務委託について

ＮＴＴ西日本株式
会社静岡支店

静岡型デジタルプラットフォーム
事業業務委託

株式会社ネットマ
ン

県立高校２校ネットワーク機器更
新業務委託

ＮＴＴ西日本株式
会社静岡支店

静岡県立学校ＧＩＧＡスクール運
営支援センター業務委託

株式会社フュー
チャーイン静岡支
社

静岡県立学校ＧＩＧＡスクール運
営支援センター業務委託

株式会社フュー
チャーイン静岡支
社

ＮＥＳ端末のメモリ増設対応業務
委託

株式会社フュー
チャーイン静岡支
社

共同調達会議運営支援等業務委託 株式会社東海道シ
グマ
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関　　　　す　　　　る　　　　調
（令和7年度）

契約
締結
方法

契約
期間

支 出
年月日

金　　額 委託業務の内容 摘要

一般 R 7. 6.12 R 7. 11.18 1,848,000

～

R 7. 9.30

随契 R 8. 2. 4 R 8. 4.30 715,000 随契１号

～ （少額）

R 8. 3.31

随契 R 7. 4.21 R 8. 4.24 11,682,000 随契２号

～ （不適）

R 8. 3.31

一般 R 8. 3. 3 R 8. 4.30 5,852,000

～

R 8. 3.31

一般 R 7. 4.28 R 8. 2.26 10,850,400

～

R 8. 3.31

一般 R 8. 1. 5 R 8. 4.30 3,036,000

～

R 8. 3.31

随契 R 8. 1.23 R 8. 4.30 915,502 随契１号

～ （少額）

R 8. 3.19

一般 R 7. 6.12 R 8. 4.10 5,060,000

～

R 8. 3.23

39,958,902

936,995,108

936,995,108

ＮＥＳ端末の再設定業務(OSのアップ
デート)

学習系ネットワーク環境改善のためIP
アドレス帯の追加整備

デジタルプラットフォームの運用・保
守業務

通信速度改善のためファイアウォール
の更新

生徒１人１台端末環境における運用面
の支援

生徒１人１台端末環境における運用面
の支援

ＮＥＳ端末のメモリ増設業務

ＧＩＧＡ端末の共同調達に係る運営支
援
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補　　　　助　　　　金　　

円

1
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

三菱HCキャピタル
株式会社

2,925,708,600

3
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

株式会社ＮＴＴド
コモ東海支社静岡

支店
99,859,760

4
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

株式会社ＮＴＴド
コモ東海支社静岡

支店
553,018,214

5
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

静銀リース株式会
社富士営業所

508,865,511

6
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

伊東市 158,376,075

7
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

島田市 245,109,234

8
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

富士市 986,219,520

整理
番号 対象事業名 交　付　先 補助の根拠 事業の実績 総事業費

2
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

沼津市 326,365,467

静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金交付要綱

公立学校情報通信機器整備
事業費助成
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　　支　　　　出　　　　調

年月日 金　　額 年月日 金　　額 年月日 確認年月日

円 円 円

1,950,472,000 R7.8.27 1,950,472,000 R8.3.6 1,950,472,000 R8.1.16 R8.1.16

45,732,000 R7.11.13 45,732,000 R8.3.6 45,732,000 R8.1.20 R8.1.20

297,073,000 R8.1.16 297,073,000 R8.5.1 297,073,000 R8.4.7 R8.4.7

339,243,000 R7.12.9 339,243,000 R8.5.1 339,243,000 R8.4.1 R8.4.1

105,584,000 R7.6.25 105,584,000 R8.1.5 105,584,000 R7.11.10 R7.11.10

163,406,000 R7.4.15 171,380,000 R8.4.1 163,406,000 R8.1.21 R8.1.21

657,479,000 R7.4.25 658,533,000 R7.12.12 657,479,000 R7.10.21 R7.10.21

（令和７年度）

交付決定 交付 事業完了
補助金額 補助率 摘要

217,576,000 R7.5.9 217,576,000 R8.2.6 217,576,000 R7.12.17 R7.12.17

2/3
以内
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補　　　　助　　　　金　　

整理
番号 対象事業名 交　付　先 補助の根拠 事業の実績 総事業費

9
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

NECキャピタルソ
リューション株式
会社静岡支店

779,814,000

10
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

掛川市 565,747,866

11
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

藤枝市 665,624,422

12
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

御殿場市 384,504,985

14
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

下田市 65,167,560

15
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

ＮＴＴ・ＴＣリー
ス株式会社

216,702,864

16
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

伊豆市 84,937,644

13
静岡県公立学校情
報機器整備事業費

補助金

静銀リース株式会
社西部支社

362,258,050

静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金交付要綱

公立学校情報通信機器整備
事業費助成
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　　支　　　　出　　　　調

年月日 金　　額 年月日 金　　額 年月日 確認年月日

（令和７年度）

交付決定 交付 事業完了
補助金額 補助率 摘要

R7.11.6 481,366,000

377,165,000 R7.4.23 393,910,000 R8.1.30 377,165,000 R7.11.27 R7.11.27

443,749,000 R7.7.3 447,993,000 R8.5.1 443,749,000 R8.3.13 R8.3.13

236,683,000 R7.4.30 249,113,000 R8.4.30 236,683,000 R8.2.24 R8.2.24

R8.2.27 241,505,000

R8.4.27 △21,955,000

41,308,000 R7.5.7 41,433,000 R8.5.1 41,308,000 R8.4.10 R8.4.10

144,468,000 R7.12.9 144,468,000 R8.5.1 144,468,000 R8.3.11 R8.3.11

56,625,000 R7.5.16 57,970,000 R8.5.1 56,625,000 R8.4.1 R8.4.1

219,550,000 R7.9.26 241,505,000 R7.12.23 R7.12.23

2/3
以内
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補　　　　助　　　　金　　

整理
番号 対象事業名 交　付　先 補助の根拠 事業の実績 総事業費

17
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

御前崎市 79,774,854

18
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

菊川市 104,691,600

19
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

伊豆の国市 158,943,200

20
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

牧之原市 139,364,151

21
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

東伊豆町 23,904,480

22
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

河津町 17,623,996

23
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

南伊豆町 18,325,216

24
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

松崎町 12,949,445

静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金交付要綱

公立学校情報通信機器整備
事業費助成
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　　支　　　　出　　　　調

年月日 金　　額 年月日 金　　額 年月日 確認年月日

（令和７年度）

交付決定 交付 事業完了
補助金額 補助率 摘要

52,580,000 R7.4.10 52,580,000 R8.5.1 52,580,000 R8.4.1 R8.4.1

69,794,000 R7.5.14 71,500,000 R8.3.27 69,794,000 R8.2.6 R8.2.6

105,962,000 R7.4.11 124,666,000 R8.5.1 105,962,000 R8.4.9 R8.4.9

92,909,000 R7.4.15 105,856,000 R8.5.1 92,909,000 R8.4.10 R8.4.10

15,936,000 R7.7.7 15,936,000 R8.5.1 15,936,000 R8.4.1 R8.4.1

11,749,000 R7.5.2 13,823,000 R8.5.1 11,749,000 R8.4.1 R8.4.1

12,216,000 R7.6.10 12,216,000 R8.5.1 12,216,000 R8.4.10 R8.4.10

8,632,000 R7.5.21 8,632,000 R8.5.1 8,632,000 R8.4.3 R8.4.3

2/3
以内
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補　　　　助　　　　金　　

整理
番号 対象事業名 交　付　先 補助の根拠 事業の実績 総事業費

25
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

西伊豆町 10,632,240

26
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

清水町 79,471,600

27
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

吉田町 121,581,600

28
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

ＮＴＴ・ＴＣリー
ス株式会社静岡支
店

64,076,758

29
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

牧之原市菊川市学
校組合

13,619,190

30
静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金

御前崎市牧之原市
学校組合

21,529,197

29件 9,794,767,299合　　　計

静岡県公立学校情
報機器整備事業費
補助金交付要綱

公立学校情報通信機器整備
事業費助成
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　　支　　　　出　　　　調

年月日 金　　額 年月日 金　　額 年月日 確認年月日

（令和７年度）

交付決定 交付 事業完了
補助金額 補助率 摘要

7,088,000 R7.4.30 7,088,000 R8.5.1 7,088,000 R8.3.10 R8.3.10

52,981,000 R7.4.11 62,333,000 R8.4.1 52,981,000 R8.1.29 R8.1.29

81,054,000 R7.4.11 88,000,000 R8.1.30 81,054,000 R7.12.23 R7.12.23

42,717,000 R7.12.19 42,717,000 R8.5.1 42,717,000 R8.4.1 R8.4.1

9,079,000 R7.4.15 10,340,000 R8.5.1 9,079,000 R8.4.10 R8.4.10

14,190,000 R7.4.10 14,190,000 R8.5.1 14,190,000 R8.4.1 R8.4.1

5,873,000,000 6,473,228,000 5,873,000,000

2/3
以内
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基金の管理状況調

公立学校情報通信機器整備基金 （令和７年度現在）

保 管 区 分
令和６年度末

現 在 高

年度中増減高 令和７年度末

現 在 高
摘 要

増 減 差引増減高

定期預金

円

7,648,486,741

円

827,931,747

円

5,881,380,000

円

△5,053,448,253

円

2,595,038,488

計 7,648,486,741 827,931,747 5,881,380,000 △5,053,448,253 2,595,038,488
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円 円 円 円 円 円 円 円 円

事務機器等の債務負担行為又は長期継続契約に係る調
(令和７年度）

（契約額の年度別内訳）

平成 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

559,899,780 111,979,956 111,979,956 111,979,956

(契約日)R5.5.31

1,216,996,000 500,307,000 533,555,000 44,542,000

(契約日)R6.5.29

310,365,000 34,485,000 68,970,000 68,970,000

(契約日)R6.5.29

481,366,000 481,366,000

（交付決定日)R7.11.6

21,480,998 1,013,848 4,465,560 4,465,560 4,465,560 4,465,560 2,604,910

(契約日)R3.9.1

875,160 218,790 656,370

(契約日)R7.1.1

875,160 218,790 656,370

(契約日)R8.1.1

3,326,400 277,200 3,049,200

(契約日)R7.3.1

3,326,400 277,200 3,049,200

(契約日)R8.3.1

133,848 100,386 33,462

(契約日)R7.7.1

290,400 24,200 266,200

(契約日)R7.3.1

区分
事業名又は

契約名
内容 契約額

静岡県教育総
合ネットワーク
システム再構
築・移行及び
機器保守・賃
貸借業務委託

静岡県教育総
合ネットワーク
システムの再
構築・移行及
び機器保守・
賃貸借業務

静岡県教育総
合ネットワーク
システム教職
員用パソコン
更改業務委託
契約

静岡県教育総
合ネットワーク
システム教職
員用パソコン
更改業務

HCL Domino 
Complete 
Collaboration
取得

ソフトウェアラ
イセンスの取
得

静岡県公立学
校情報機器整
備事業費補助
金

磐田市への補
助金の交付

教育委員会閉
域モバイル回
線提供役務に
係る契約

教育委員会Ｓ
ＤＯ用閉域モ
バイル回線提
供役務

データセンタ
校務系イン
ターネット回線
利用

データセンタ
の校務系イン
ターネット回線
利用

データセンタ
校務系イン
ターネット回線
利用

データセンタ
の校務系イン
ターネット回線
利用

広域イーサ
ネット回線
サービス利用

県庁外5拠点
の広域イーサ
ネット回線利
用

広域イーサ
ネット回線
サービス利用

県庁外５拠点
の広域イーサ
ネット回線利
用

浜松南高校ビ
ジネスコミュ
ファプロ回線
利用

浜松南高校ビ
ジネスコミュ
ファプロ回線
利用

沼津東高校外
1校ひかりｄｅ
ネット回線利
用

沼津東高校外
1校の学習系
ネットワーク回
線利用

債務負
担行為

長期継
続契約
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事務機器等の債務負担行為又は長期継続契約に係る調
(令和７年度）

（契約額の年度別内訳）

平成 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

区分
事業名又は

契約名
内容 契約額

290,400 24,200 266,200

(契約日)R8.3.1

115,885 115,885

(契約日)R8.1.26

長期継
続契約

沼津東高校外
１校ひかりｄｅ
ネット回線利
用

沼津東高校外
１校の学習系
ネットワーク回
線利用

教育委員会閉
域モバイル回
線提供役務に
係る契約

教育委員会Ｓ
ＤＯ用閉域モ
バイル回線提
供役務（追加
分）
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      （令和７年度）
（令和８年３月31日現在）

令和７年
3月31日現在

令和８年
3月31日現在

数量 数量 購入価格 数量 売却価格 数量

1－2 円 円

台類 1 1 0

1－４ (1)

収納保管庫類 1 1 0

1－10

印判類 3 3

1－99 

その他の庁用器具類 2 1 1

2－1 （0） (867)

情報処理機器類 9,977 8,247 46,850,540 8,055 8,621,800 10,169

2－2

情報伝達機器類 2 2

3－3

視覚用再生等機器類 2 2

（0） (868)

計 9,988 8,247 46,850,540 8,058 8,621,800 10,177

             備　品　・　図　書　調

増 減
区　分

-27-



主　要　備　品　調　　　
（令和８年３月31日現在）

整理 区分
番号 大・中 小

円

1 2－1
その他の情報
処理機器

令和7年6月 43,637,000 

2 2－1
その他の情報
処理機器

令和元年9月 25,920,000 

3 2－1
その他の情報
処理機器

平成31年2月 17,737,808 

4 2－1 ノートパソコン 令和元年11月 12,315,325 

5 2－1
その他の情報
処理機器

平成31年2月 5,753,115 

6 2－1
その他の情報
処理機器

平成29年3月 5,564,268 

7 2－1
その他の情報
処理機器

平成31年2月 3,776,695 

8 2－1
その他の情報
処理機器

平成29年3月 2,214,000 

9 1－99
その他の庁用
器具

平成20年3月 1,995,000 

10 2－1
その他の情報
処理機器

L3スイッチ 令和６年１月 1,233,650 

11 2－1
その他の情報
処理機器

L3スイッチ 令和６年１月 1,233,650 

12 2－1
その他の情報
処理機器

L3スイッチ 令和６年１月 1,233,650 

13 2－1
その他の情報
処理機器

平成28年3月 980,100 

14 2－1
その他の情報
処理機器

平成28年3月 980,100 

15 2－1
その他の情報
処理機器

平成28年3月 980,100 

16 2－1
その他の情報
処理機器

平成28年3月 980,100 

17 2－1
その他の情報
処理機器

平成23年4月 901,635 

18 2－1
その他の情報
処理機器

平成23年4月 901,635 

19 2－1
その他の情報
処理機器

平成23年4月 901,635 

20 2－1
その他の情報
処理機器

平成23年4月 901,635 

その他の情報処理機器
（統合ファイルサーバ）

システム運用
毎日(年間365日）

統合ファイルサーバ増強
機器

システム運用
毎日(年間365日）

その他の情報処理機器
（統合ファイルサーバ）

システム運用
毎日(年間365日）

ノートパソコン（SDO用）
日常業務用
年間約240日

その他の情報処理機器
（仮想基盤ストレージ）

学習用
年間約240日

データセンターバックアッ
プ用NAS

システム運用
毎日(年間365日）

その他の情報処理機器
（仮想基盤ストレージ）

学習用
年間約240日

その他の情報処理機器
システム運用

毎日(年間365日）

プラズマディスプレイ型電
子黒板

学習用
年間約240日

システム運用
毎日(年間365日）

システム運用
毎日(年間365日）

システム運用
毎日(年間365日）

その他の情報処理機器
システム運用

毎日(年間365日）

その他の情報処理機器
システム運用

毎日(年間365日）

その他の情報処理機器
システム運用

毎日(年間365日）

その他の情報処理機器
システム運用

毎日(年間365日）

L3スイッチ
システム運用

毎日(年間365日）

L3スイッチ
システム運用

毎日(年間365日）

L3スイッチ
システム運用

毎日(年間365日）

L3スイッチ
システム運用

毎日(年間365日）

品名・規格 利用状況 購入年月 購入金額
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